
事業費
（千円）

事業実施状況
活動状況を示す

値の名称
活動実績
（前年度）

28年度
目標値

事業の方向

広報紙等による啓発 ‐
毎月1回(計12回)広報コラム「男と女
のいきいきコラム」を掲載。

広報掲載回数
12回

(12回)
12回 継続して実施する。

まちづくり推
進課

ホームページによる啓
発

‐

女性に対する暴力をなくす運動週間
について、記事を掲載した。
男女共同参画週間のキャッチフレー
ズを、ホームページにて募集した。
男女共同参画講座についての募集
を行った。

記事掲載回数
3回

(3回)
3回 継続して実施する。

まちづくり推
進課

男女共同参画に関する
講演会、講座の開催

‐

開催していない。
県主催の講座について、各公民館
にチラシを配布する等の情報提供を
行った。

講座延べ参加
者数

‐
(21人)

200人
人権講演会を実施
する予定。

まちづくり推
進課

男女共同参画に関係す
る図書、資料の充実

27
男女共同参画に関する資料を収集
した。

図書数
１７冊

（３２冊）
４０冊

資料収集を継続す
る。

図書館

性別にとらわれず、個
性を尊重する教育の推
進

-
年間計画に従って、年35時間の道
徳の授業を実施した。

計画時間数に
対する授業実
施時間率

100%
（100%）

100% 継続して実施する。 学校教育課

学校生活における慣習
や慣行の見直し

-
中学校（全6校）における男女による
ジャージの色分けを廃止した。

廃止校
6校

（6校）

前年度実
績を下回
らない

継続して実施する。 学校教育課

男女混合名簿の活用
推進

-
使用目的に応じた名簿の活用が進
められている。

混合名簿の実
施率

小学校
4/9

（4/9）
中学校

3/6
（3/6）

前年度実
績を下回
らない

使用目的に応じた
混合名簿の利用を
推進する。

学校教育課

教職員などの研修の充
実

-

校長会、教頭会での各小中学校（全
14校）への啓発。
職員会議における意識向上の推
進。

実施校
14校

（14校）

前年度実
績を下回
らない

継続して実施する。 学校教育課

②家庭・地域における男
女共同参画教育の充実

企業、事務所等との連
携による講座等の開催

20

「職場で学ぶ家庭教育理解講座」を
開催し、男性も育児や家庭教育に積
極的に役割を果たすことが重要であ
る、という内容の講演会を開催した。

開催回数 2回 2回 継続して実施する。

学校教育課
/生涯学習
課/産業振

興課

１
　
男
女
共
同
参
画
の
高
揚

（２）教育、生涯学
習における男女共
同参画教育の充実

Ⅰ基本目標 Ⅱ重点目標 Ⅲ施策

①男女共同に関する意識
啓発の推進

①学校等の教育における
男女共同参画の充実

担当

28年度以降の事業の方向
（改善点など）

27年度事業概要

（１）男女共同参画
の意識づくり

実施事業名



事業費
（千円）

事業実施状況
活動状況を示す

値の名称
活動実績
（前年度）

28年度
目標値

事業の方向

審議会等への女性の登
用推進

-
審議会等の女
性の参画率

23.6%
（24.1%）

30% 継続して実施する。
まちづくり推

進課

女性が一人もいない審
議会等の解消

-
女性がいる審
議会の比率

56.3%
（60.9%）

90% 継続して実施する。
まちづくり推

進課

女性の社会活動参加の
推進

-
広報コラム「男と女のいきいきコラ
ム」にて、社会活動参加に関する記
事を掲載。

記事掲載回数
1回
(1回)

1回 継続して実施する。
まちづくり推
進課/関係各

課

職員研修の充実 -
各種職員研修については公募によ
る参加としている。指名研修につい
ても女性を積極的に参加させた。

女性職員の研
修参加率

31.3%
25%以上を

維持
継続して実施する。 秘書課

女性の管理職等への登
用推進

-
職務・職責に応じて女性の登用に
努めた。

女性管理職の
割合

5.5%
(2.0%)

6.10% 継続して実施する。 秘書課

職種、職域拡大への働
きかけ

-
女性を対象としたセミナーに参加さ
せた。

参加回数 2回 2回 継続して実施する。 秘書課

働きやすい職場環境の
充実

-

次世代育成特定事業主行動計画
に基づき、毎月8のつく日を［早く家
庭に帰る日」と設定し超過勤務の
削減を促した。

－ － － 継続して実施する。 秘書課

男女雇用機会均等法、
労働基準法の情報提供

-
パンフレット等を産業振興課窓口に
設置した。

情報提供回数 4回 4回 継続して実施する。 産業振興課

就職に関する情報提供 -
ハローワークの求人情報を産業振
興課窓口及び玄関ロビーに設置し
た。

設置回数
50回

（50回）
50回 継続して実施する。 産業振興課

再就職を支援するセミ
ナー等の開催

-
東濃可児雇用開発協会と共催で、
企業説明会を実施した。

開催回数
2回

（2回）
2回 継続して実施する。 産業振興課

創業、起業の支援 2,717
駅前周辺で賃貸借契約により開業
した事業者に家賃の一部を補助し
た。

新規申請数
2件

（3件）
1件

駅前周辺を市内全
域にして継続実施
する。

産業振興課

「土岐市審議会等設置運営要領」
「土岐市審議会等委員の公募に関
する指針」を制定し、審議会等事務
局（関係課）に推進を呼びかけた。

担当実施事業名

28年度以降の事業の方向
（改善点など）

27年度事業概要

 
 
 
 
 
 
 
 
２
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
男
女
共
同
参
画
の
推
進

(１）政策や方針決定
の場への参画

①審議会等への女性の参
画の推進

Ⅰ基本目標 Ⅱ重点目標 Ⅲ施策

①職場における男女共同
参画の推進

②市職員の男女共同参画
の推進



事業費
（千円）

事業実施状況
活動状況を示す

値の名称
活動実績
（前年度）

28年度
目標値

事業の方向
担当実施事業名

28年度以降の事業の方向
（改善点など）

27年度事業概要
Ⅰ基本目標 Ⅱ重点目標 Ⅲ施策

家事・育児講座の開催 67

育児への父親参加を支援する、妊
婦と配偶者を対象にした教室の開
催。（年4回）
食生活についての知識と必要な調
理技術を学ぶ男性の料理教室の
開催。（年2回）

参加者数 129名 138名 継続して実施する。
健康増進課/
生涯学習課

育児・介護等の制度の
周知

-

母子健康手帳交付時に、厚生労働
省雇用均等・児童家庭局作成の
リーフレット「働きながらお母さんに
なるあなたへ」を配布している。

母子健康手帳
交付者数

393名 ― 継続して実施する。
健康増進課/
生涯学習課

女性団体の活動支援 100
土岐市女性連絡協議会の活動を
支援

参加人数 220人 200人 継続して実施する。 生涯学習課

ボランティア、NPO法人
などの各種団体の活動
支援

0
岐阜県より、NPO法人に関する事
務を権限移譲で受け入れており、
設立、活動支援等を行った。

設立法人数
0件
(2件)

2件 継続して実施する。
まちづくり推

進課

地域活動団体の支援 5,747

まちづくり活動を行う団体の自主的
な事業に対して、補助金を交付し
た。
審査会を開催し、交付団体の選定
を行った。

補助金交付団
体数

10団体
(9団体)

10団体 継続して実施する。
まちづくり推

進課

女性の視点を取り入れ
た防災活動の推進

-
母子健康推進委員や地域の女性
の会を対象に「女性の視点からの
防災活動」と題して防災講話を実施

参加者数 52人 100人
継続的に講演会を
実施していく

総務課

②家庭における男女共同
参画の推進（２）ワークライフバ

ランスの推進

③地域における男女共同
参画の推進



事業費
（千円）

事業実施状況
活動状況を示す

値の名称
活動実績
（前年度）

28年度
目標値

事業の方向

リーフレット等配布によ
る周知・啓発

-
県・近隣市と合同でリーフレットの
配布を実施

実施回数 1回 1回 継続して実施する。
子育て支援

課

市広報紙等による情報
提供

-
広報コラム「男と女のいきいきコラ
ム」にて、DV防止に関する記事を
掲載。

記事掲載回数 2回 1回 継続して実施する。
まちづくり推

進課

DV（デートDV）への理
解促進のための啓発講
座の開催

- 学校教育課

児童生徒及び教職員に
向けたデートDVに関す
る情報提供

- 学校教育課

公共施設の女性トイレ
等に相談窓口記載カー
ドの設置

-

「岐阜県女性相談センター・配偶
者暴力相談支援センター」、「内閣
府男女共同参画局」、「男女共同
参画プラザ」の携帯カードを各施
設に設置した。

カード設置個
所

23ヶ所
(22)

23ヶ所 継続して実施する。
まちづくり推

進課

被害者の早期発見や通
報体制の周知

-
市ホームページに窓口案内を掲
載。

通報件数 39件 - 継続して実施する。
子育て支援

課

被害者の緊急避難の支
援

-
通報があり、状況を確認して緊急
避難が必要であれば、避難させる
体制を常に整えていた。

支援件数 0件 - 継続して実施する。
子育て支援

課

市担当職員、相談員の
専門研修などへの参加

17
女性相談センター主催の研修会に
参加し、知識向上を図った。

研修参加者数 2名 2名 継続して実施する。
子育て支援

課

要保護児童・DV対策地
域協議会の開催

-
代表者会議・実務者会議をそれぞ
れ実施し、情報交換等に努めた。

開催件数 2回 2回 継続して実施する。
子育て支援

課

国や県が主催するDV
対策関係の会議や研修
への参加の促進

17
【再掲】
女性相談センター主催の研修会に
参加し、知識向上を図った。

研修参加者数 2名 2名 継続して実施する。
子育て支援

課

３
　
配
偶
者
等
か
ら
の
暴
力
の
な
い
社
会
づ
く
り

（１）DV防止の意識
づくり

①相談・支援体制の充実

（２）相談・支援体制
の充実

②関係機関との連携

①DV防止に関する意識啓
発の推進

実施事業名
27年度事業概要

28年度以降の事業の方向
（改善点など）

Ⅰ基本目標 Ⅱ重点目標 Ⅲ施策

市内中学校３年生の授業で、デー
トＤＶについての授業を行った。

授業実施回数
（学校毎）

1回 1回 継続して実施する。

担当



基本目標１における数値目標
項目 基準値(H２５) 目標値 実績(H27) 関連施策 根拠・備考
「夫は仕事、妻は家庭」に反対(反対及びどちらか
といえば反対の合計)であると回答した人の割合

38.00% 50.00%
37.3%(247
/663)

(１)①
平成27年度市民意識調
査設問１２

男女共同参画に関する図書冊子数 1000冊 1600冊 1136冊 (１)②

学校等の教育の場で男女の地位が平等になって
いると回答した人の割合

65.40% 75.00%
48.6%(322
/663)

(２)①
平成27年度市民意識調
査設問11

基本目標２における数値目標
項目 基準値(H２５) 目標値 実績 関連施策
審議会の女性委員の割合 25.00% 33.00% 23.60% (１)①
女性委員がいる審議会等の割合 59.00% 90.00% 56.32% (１)①
市職員(一般行政職)における女性管理職の割合 3.60% 10.00% 5.50% (１)②
職場で男女の地位が平等となっていると回答した
人の割合 27.50% 40.00%

22.3%(148
/663) (２)①

平成27年度市民意識調
査設問11

家庭生活の場で男女の地位が平等となっている
と回答した人の割合 42.10% 60.00%

37.1%(248
/663) (２)②

平成27年度市民意識調
査設問11

地域活動の場で男女の地位が平等となっている
と回答した人の割合 44.00% 55.00%

28.7%(190
/663) (２)③

平成27年度市民意識調
査設問11

自治会等の女性の長の割合 2.60% 5.00% 0.75% (２)③

基本目標３における数値目標
項目 基準値(H２５) 目標値 実績 関連施策

精神的暴力や経済的暴力が「ＤＶ」であると認識
している人の割合

― 80.00%

67.3%

(１)①

平成27年度市民意識調
査設問13

【精神的DV】・大声でどな
る。
・何を言われても相手に
せず無視する。
・「誰のおかげで生活でき
ているんだ」などと言う。
【経済的DV】・生活費を十
分に渡さない。
→二つの割合の平均。

小中学校でのＤＶ(デートＤＶ)防止講座の実施率 ― 50.0%以上 100% (１)① 市内の中学校で各一回ずつ実施


